
 

 

 

 

 

官公需適格組合等の受注機会の増大に関する要望 
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千葉県内の地域経済情勢は、緩やかな回復基調にあります。特

に、非製造業においては、物価高の影響を受けつつも、対面型サー

ビス業を中心に堅調な推移を見せております。一方で、製造業にお

いては、コスト上昇や人手不足の影響もあり、生産活動は横ばいで

推移している状態です。 

我が国の経済を取り巻く外部環境は依然として不透明であり、長

期化するウクライナ戦争や中東情勢の混迷、円安状態の継続を要因

とした、燃料・原材料価格の高騰はとどまる見込みがありません。 

地域経済を担う中小企業・小規模事業者の多くは、コスト上昇に

対する十分な価格転嫁が困難であることから、今後も厳しい経営状

況が続くことが想定されます。 

その他にも、人手不足と採用難、最低賃金の引き上げ、金利上昇

による資金繰りの悪化など、経営の諸課題は山積しており、仮に自

然災害や感染症の再拡大といった突発的事象が発生すれば、地域経

済の脆弱性が一気に表面化する可能性も否めません。 

このような状況において、我が国経済全体を持続的な成長軌道へ

乗せていくためには、安定した経営を維持しつつ、デジタル化の推

進、生産性の向上、財務基盤の改善、付加価値の強化、雇用環境の

改善といった好循環を生み出すことが不可欠です。 

官公需の受注機会拡大は、中小企業の安定的な経営に寄与するだ

けでなく、これら諸課題への取り組みの足掛かりとなる極めて重要

な基盤となり得ます。 

千葉県におかれましては、「中小企業者に対する県の官公需契約

の方針」を策定し、受注機会の拡大に向けた施策を講じていただい

ております。また、「第５次ちば中小企業元気戦略」においても、

官公需の推進が位置付けられており、中小企業振興の大きな柱とさ

れております。 

つきましては、これらの施策方針に基づき、地域経済を支える中

小企業及び官公需適格組合等に対し、十分な官公需確保対策が実施

されますよう、以下の事項について要望いたします。 
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要望事項 

 

１．官公需適格組合の積極的な活用を図ること 

 

官公需適格組合は、中小企業庁がその受注体制を証明している組

合であり、県の官公需契約方針にも明記されている。 

しかし、地方公共団体等発注機関での認識度は依然として低く、

その活用は不十分な状況にある。 

よって、制度の周知徹底を一層推進するとともに、発注の際には

価格のみならず品質や地域貢献を評価基準に含め、官公需適格組合

を積極的に活用することを要望する。 

また、指定管理者制度の選定においても、地元中小企業者で構成

される組合の活用を併せて要望する。 

 

 

２．地元中小企業及び中小企業組合の活用推進に努めること 

 

地元中小企業及び中小企業組合は、地域産業の振興、雇用の創

出、ライフラインの整備等地域経済を支える存在として重要な役割

を果たしている。そして、国が進める SDGs の推進や 2050 年までに

温室効果ガスの排出を全体としてゼロとする「カーボンニュートラ

ル社会」の実現に向けてのプレイヤーとして必要不可欠な存在であ

る。これらのことから、地域の実情に精通している地元中小企業及

び中小企業組合が取組む SDGs 推進活動やカーボンニュートラルへ

の取組み、地域貢献活動等を積極的に評価し、受注機会の確保に努

めることを要望する。 
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３．条例等の作成を通じて地方公共団体に対する官公需施策の普及

に努めること 

 

条例や入札規則等において、中小企業者及び中小企業組合の官公

需における受注機会の確保を規定するなど、地方公共団体の取組み

の推進を要望する。 

 

 

４．少額随意契約の積極的な活用に努めること 

 

予算決算及び会計令並びに地方自治法施行令により設けられてい

る少額随意契約制度は、発注機関の事務の効率化、迅速性を要する

公共施設の維持、食料品や石油燃料などのライフラインの確保・保

全等に効果的である上、地元中小企業及び中小企業組合の育成や地

域経済の活性化に繋がることから、同制度の積極的な活用を要望す

る。 

 

 

５．分離・分割発注の推進に努めること 

 

分離・分割発注は、実施方法によってはコスト縮減に繋がるとと

もに、工事・サービス等納入物件の質的向上を実現するものであ

る。 

ついては、一括発注による発注規模の大型化を避け、きめ細かな

分離・分割発注に努め、中小企業者及び中小企業組合の受注機会の

増大を図ることを要望する。 
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６．価格のみではなく、品質、地域貢献、雇用創出等を総合的に勘

案し、受注者を決定する制度の導入に努めること 

 

公共調達の実施に当たっては、透明性、競争性、公平性の確保が

重視されなければならないが、総合評価制度の導入が図られている

ものの、現状は価格を優先した状況となっている。このため、競争

性の導入とあいまって安値の受注が発生し、業界の混乱や中小企業

の経営基盤の弱体化を招く結果となっている。 

また、公共調達は地域経済の基盤形成とも深く関連していること

から、最終消費者である住民の利益となる品質、安全性、防災、地

域社会への貢献、地域雇用の創出等を総合的に勘案して受注者を決

定する方式の導入を検討することを要望する。 

 

 

７．ダンピング入札を排し、適正価格での発注に努めること 

 

（１）ダンピング入札の排除措置を講ずること 

県では、低入札価格調査制度及び最低制限価格制度を導入して

いるが、事業者の経営基盤を守るため、これを厳格に運用すると

ともに、未実施の市町村に対し、同制度の導入を働きかけること

を要望する。 

（２）最低制限価格制度の拡充に努めること 

関東近県では、本県において最低制限価格制度の対象となって

いない官公需特定品目に対しても一部、最低制限価格制度を導入

している自治体がある。本県においても、物品の購入や役務、特

に官公需特定品目については、品質確保・安全管理を確保するた

め、早急に同制度を導入し、適正価格での発注に努めることを要

望する。 
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８．多発する自然災害からの復旧・復興や防災・減災に向けて地方

公共団体と災害協定等を締結している官公需適格組合等に対

し、法令に基づく随意契約や前倒し発注を実施し、分離・分割

発注、優先発注に努めること 

 

発注にあたっては、地域経済の牽引役である地元の中小企業及び

官公需適格組合を積極的に活用するとともに、多発する自然災害か

らの復旧・復興や防災・減災には緊急随意契約の実施や発注時期の

前倒しが必要である。 

特に、官公需適格組合は地域の実情に精通しており、地域を網羅

した組織力を活かした迅速な対応が行えるため、自然災害等の緊急

時にライフライン等の復旧、平時からの防災意識も高く、各種救済

対策の実施において大きな役割を果たしている。 

加えて、地方公共団体との救済支援など災害時応援協定の締結や

BCP を策定している組合も多数存在するものの、協定の締結のみに

留まり平時からの発注がないことも多く見られる。災害時に地方公

共団体とスムーズな連携を図り迅速に災害対応等をするためには、

平時から取引を行うことが重要である。地域に対する貢献活動等を

積極的に評価し、災害時応援協定締結組合に対して有事のみならず

平時から安定的な供給能力を確保するため、平時からの分離・分割

発注、法令に基づく随意契約等による優先発注に努めることを要望

する。 
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９．予定価格の積算において、燃料・原材料や人件費の上昇等に十

分に考慮して予定価格の見直しを行い、円滑な価格転嫁に努め

ること 

 

国は「令和 7 年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針」に

おいて、ダンピング防止対策、消費税の円滑かつ適正な転嫁等の推

進として、「国等は、官公需契約の一部に過度な低価格競争が生じ

ていることや最低賃金の引き上げに向けた環境整備の観点等を踏ま

え、ダンピング対策の充実、消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保

等、適正価格での契約や価格と品質が総合的に優れた調達の推進を

図るため、適切な対策を講ずるものとする。」との方針を打ち出し

ている。そして具体的には、労務費、原材料費、エネルギーコスト

等の上昇への対応として、「国等は、公共工事の発注に当たって

は、労務費、原材料費、エネルギーコスト等の実勢価格を反映した

適正な請負代金の設定や適正な工期の確保について、契約後の状況

に応じた必要な契約変更の実施も含め、適切に対応するものとす

る。」と記載している。 

現在、世界的に燃料や原材料価格は高止まりしており、かつ人件

費も上昇しており、事業者は自助努力のみでは安定的な収益確保が

厳しくなっている。 

発注や契約においては、これらの中小企業・小規模事業者のコス

ト負担増や人材が確保しづらい状況に十分配慮した予定価格の見直

しを行い、価格転嫁の推進に努めることを要望する。 

 


